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日野市障害者差別解消推進条例 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第６条） 

第２章 障害を理由とする差別の解消（第７条・第８条） 

第３章 差別等事案を解決するための仕組み（第９条―第13条） 

第４章 障害者差別解消支援地域協議会（第14条） 

第５章 雑則（第15条） 

付則 

私たち一人ひとりは、かけがえのない存在であり、全ての市民は、平等に権利を持って

います。多様性が認められ、様々な人が地域にともに生き、活躍できる社会は、全ての市

民にとって暮らしやすい豊かな社会です。障害のあるなしにかかわらず、ともに育ち、と

もに学び、ともに働き、ともに暮らし、ともに尊重し、ともに支え合うことのできる社会

こそが、私たちの目指すべき「ともに生きるまち 日野」です。 

しかし、障害者が区別、排除、制限をされてきた過去があり、障害や障害者に対する理

解不足や関心のなさから生じる誤解や偏見、差別が今なお存在しています。多くの障害者

やその家族が、生活環境、教育、就労、婚姻、出産などの日常生活の様々な場面で困難に

直面し、また自立や社会参加が妨げられることもあり、その苦痛から胸が締め付けられる

ような思いを感じています。障害者が日常生活又は社会生活で感じる不自由は、社会に存

在する様々な障壁（バリア）に直面した際に起こるものであり、社会に存在するバリアを

取り除くことは、私たちの責任です。私たちは、障害を理由としたあらゆる差別の解消に

取り組まなければなりません。 

平成18年には国際連合において障害者の権利に関する条約が採択されました。その後、

日本は条約の締結に向けて、障害者基本法及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に

支援するための法律の改正、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の制定等、

国内法の整備を進め、平成26年に障害者の権利に関する条約を締結しました。 

この条約の履行状況について、令和４年に日本政府が初めて障害者権利委員会から審査

を受け、その結果として総括所見が出されました。この総括所見では、日本の障害者政策

に対する課題や改善点が指摘されています。例えば、障害者の自立支援や自己決定権の尊
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重、分離された教育の中止と障害者を包容する教育（インクルーシブ教育）の推進、入所

施設や精神病院からの地域移行の推進などが挙げられています。 

また、世界共通の目標として、平成27年には持続可能な開発目標ＳＤＧｓが国際連合に

おいて採択されました。このＳＤＧｓは、全ての国や人々が協力しあうことで多様性と包

摂性のある持続可能な世界を目指すものです。その中で、人々の尊厳は基本的なものであ

るとの認識の下に、誰一人取り残さないことを誓っています。令和元年に「ＳＤＧｓ未来

都市」に認定されている日野市は、より一層、誰一人取り残さないインクルーシブ社会を

実現する必要があります。 

このような背景を踏まえて、日野市は「ともに生きるまち 日野」の実現に向けて、障

害のあるなしにかかわらず誰もが互いに人格と個性を尊重し共生するインクルーシブ社会

を目指し、この条例を制定します。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第

65号。以下「障害者差別解消法」という。）の趣旨を受け、障害を理由とする差別を解

消することに関する基本理念を定め、日野市（以下「市」という。）、市民及び事業者

の責務を明らかにし、障害を理由とする差別の解消のための取組に係る基本的な事項を

定めるとともに、障害及び障害者に対する理解を深めることにより、全ての市民が、障

害の有無によって分け隔てられることなく、互いに人格と個性を尊重し合う共生社会を

実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

(1) 障害者 障害者手帳等の有無にかかわらず、身体障害、知的障害、精神障害、発

達障害、高次脳機能障害、難病その他の心身の機能の障害がある者（障害が重複する

者を含む。）であって、障害及び社会的障壁との相互作用により継続的又は断続的に

日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。 

(2) 社会的障壁 障害者にとって、日常生活又は社会生活を営む上で、妨げとなるよ

うな事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。 

(3) 障害を理由とする差別 次号の不当な差別的取扱いを行うこと及び第５号の合理
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的配慮を提供しないことをいう。 

(4) 不当な差別的取扱い 障害又は障害に関連することを理由として行われるあらゆ

る区別、排除又は制限であって、障害者のあらゆる活動分野において、他の者と等し

く、全ての人権及び基本的自由を認識し、享有し、又は行使することを害し、又は妨

げる目的や効果の有るものをいう。 

(5) 合理的配慮 障害者が、他の者と等しく、全ての人権及び基本的自由を享有し、

又は行使することを確保するために必要となる適切な調整や変更を過重な負担の生じ

ない範囲で行うことをいう。 

(6) 障害の社会モデル 障害者が日常生活又は社会生活において受ける制限は、その

心身の機能の障害のみに起因するものではなく、社会的障壁と相対することによって

生ずるものであるとする考え方をいう。 

(7) 市民 市内に居住する者、市内で働く者、市内で学ぶ者及び市を訪れる者をい

う。 

(8) 事業者 市内で商業その他の事業活動を行う者（国、独立行政法人等、地方公共

団体及び地方独立行政法人を除く。）をいい、営利・非営利、個人・法人の別を問わ

ない。 

（9） インクルーシブ社会 全ての人が自分らしく生きることができ、個々の違いや多

様性を認め合いながら、平等に参加できるものであり、障害のあるなし、年齢、性

別、人種、民族、国籍、宗教、経済状況等による差別や偏見がなく、誰もが尊重さ

れ、望む場所で安心して楽しみながら生活できる社会をいう。  

（基本理念） 

第３条 障害を理由とする差別の解消は、次に掲げる事項を基本理念として図られなけれ

ばならない。 

(1) 障害のある人もない人も等しく全ての人権及び基本的自由を享有する個人として

その尊厳が重んじられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有すること。 

(2) 社会的障壁の除去や合理的配慮の提供は、障害の社会モデルを踏まえて、障害の

有無にかかわらず全ての市民にとって有益であることを認識し、互いに協力する必要

があること。 

(3) 障害者が社会を構成する一員として、生涯にわたって、社会、政治、経済、教

育、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が確保されること。 
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(4) 障害者は、どこで誰と生活するかについての選択の機会が保障されること。 

(5) 障害者は、言語（手話等を含む。）、点字、音声情報、イラストその他の意思疎

通のための手段が最大限に確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段に

ついての選択の機会が拡大される必要があること。 

(6)  障害者が性別、年齢、障害の種類や個々の状況等の複合的な原因により困難な状

況に置かれている場合は、その状況に応じた適切な配慮がなされること。特に次に掲

げる区分に応じ、それぞれ次に定める事項に留意すること。 

ア 障害のある女性 障害及び性別による複合的な原因により困難な状態に置かれ 

ている場合があること。 

イ 障害のある児童及び高齢者 それぞれの個別のニーズや置かれた状況に応じた 

支援の必要があること。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に規定する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、障害

を理由とする差別の解消の推進に関する必要な施策を計画的かつ継続的に実施し、必要

な体制整備を図るとともに、地域における障害、障害者及び障害の社会モデルに関する

理解の促進を図るための啓発を行わなければならない。 

２ 市は、市民及び事業者がこの条例に基づいて行う取組に対して、必要な支援を行うも

のとする。 

３ 市は、第７条及び第８条の趣旨を踏まえ、その事務又は事業を行うに当たり、職員に

対し、障害及び障害者に対する理解を深める取組を行わなければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、基本理念にのっとり、障害、障害者及び障害の社会モデルについて主体

的に理解を深め、市や事業者とともに、障害を理由とする差別の解消の推進に努めなけ

ればならない。 

（事業者の責務） 

第６条 事業者は、基本理念にのっとり、障害、障害者及び障害の社会モデルについて主

体的に理解を深め、障害を理由とする差別の解消の推進に取り組むとともに、市が障害

を理由とする差別の解消の推進のために実施する施策に協力するよう努めなければなら

ない。 

２ 事業者は、障害者等から合理的配慮の提供を求められた場合には、合理的配慮の提供
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を行わなければならない。 

３ 事業者は、次条及び第８条の趣旨を踏まえ、その事業を行うに当たり、従業者に対

し、障害及び障害者に対する理解を深める取組を行うよう努めなければならない。 

第２章 障害を理由とする差別の解消 

（不当な差別的取扱いの禁止） 

第７条 市、事業者及び全ての市民は、障害者及びその家族に対して不当な差別的取扱い

をしてはならない。また、市及び事業者は、次に掲げる不当な差別的取扱いをしてはな

らない。 

(1) 教育・療育に関する差別的取扱い 

ア 障害者若しくはその家族の意思を尊重せず、又は必要な情報提供や説明を行わず

に、就学する学校若しくは特別支援学校を決定すること。 

イ 正当な理由なく、障害を理由として、教育の機会を提供することを拒否し、又は

提供する教育内容を一部制限すること。 

(2) 保育に関する差別的取扱い 正当な理由なく、障害を理由として、保育を拒否

し、又は制限すること。 

(3) 福祉サービスの提供に関する差別的取扱い 障害者の意思に反して、福祉サービ

スの利用に関する適切な相談及び支援を行うことなく、施設入所や通所、訪問等福祉

サービスの利用を強制し、又は拒否し、若しくは制限すること。 

(4) 医療及び保健サービスの提供に関する差別的取扱い 

ア 正当な理由なく、障害を理由として、医療又は保健サービスの提供を拒否し、又

は制限すること。 

イ 障害者の意思に反して、長期間の入院を含む医療を受けることを強制し、又は隔

離すること。 

(5) 雇用及び就労・労働に関する差別的取扱い 

ア 労働者の募集又は採用に関し、障害者の募集又は採用を行わないこと。 

イ 障害者の雇用に関し、賃金、労働時間、配置、昇進、教育訓練、福利厚生その他

の労働条件について、障害者でない者と異なる不利益な取扱いをすること。 

(6) 不特定多数の者が利用する施設（公共的施設）の提供に関する差別的取扱い 障

害者の公共的施設の利用に関し、正当な理由なく、障害を理由として、その利用を拒

否し、又は制限すること。 
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(7) 公共交通サービスに関する差別的取扱い 公共交通機関の利用に関し、正当な理

由なく、障害を理由として、その利用を拒否し、又は制限すること。 

(8) 情報の提供又は受領に関する差別的取扱い 

ア 障害者に対する情報の提供を拒否すること又は障害者本人ではなく、その家族や

支援者のみに対して情報提供をすること。 

イ 障害者が選択した手段による意思表示を受けることを拒否し、又は障害者から受

ける意思表示の手段を制限すること。 

(9) 商品の販売又はサービスの提供に関する差別的取扱い 正当な理由なく、障害を

理由として、商品の販売若しくはサービスの提供を拒否し、又は制限すること。 

(10) 不動産取引に関する差別的取扱い 不動産の売買、賃貸借その他の不動産取引に

関し、障害者又は障害者と同居する者に対して、正当な理由なく、障害を理由とし

て、不動産取引を拒否し、又は制限すること。 

(11) 災害・防災に関する差別的取扱い 

ア 災害時の避難又は避難生活に関し、障害者でない者と異なる不利益な取扱いをす

ること。 

イ 災害訓練又は防災活動に関し、障害者の参加を拒否すること。 

(12) 文化、芸術及びスポーツに関する差別的取扱い 文化、芸術及びスポーツに関す

る活動に関し、正当な理由なく、障害を理由として、その参加を拒否すること。 

(13) 前各号に掲げるもののほか、障害者の日常生活及び社会生活全般に関わる全ての

場面において、不当な差別的取扱いをすること。 

（合理的配慮の提供） 

第８条 市及び事業者は、次に掲げる場合のほか、その事務又は事業を行うに当たり、障

害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明（障害等により本人の

意思表明が困難な場合には、障害者の家族、介助者等コミュニケーションを支援する者

が本人を補佐して行う意思の表明を含む。）があった場合は、必要な合理的配慮の提供

を行わなければならない。 

(1) 教育、療育又は保育を提供する場合 

(2) 住居、道路、建物、交通機関その他の生活環境に関する施設、設備又はサービス

を提供する場合 

(3) 労働者の募集、採用及び労働条件を決定又は変更する場合並びに就労を継続する
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ための相談支援を行う場合 

(4) 意思疎通に関して、情報を提供し、又は受領する場合 

(5) 前各号に掲げる場合のほか、障害者の日常生活及び社会生活全般に関わる場合 

２ 合理的配慮の提供は、建設的対話を通じて、性別、年齢、障害の状況等に応じて行わ

なければならない。 

第３章 差別等事案を解決するための仕組み 

（相談、助言等） 

第９条 障害者、その家族若しくは関係者又は事業者若しくは市民は、障害を理由とする

差別に該当すると思われる事案（以下「差別等事案」という。）について、市及び市が

指定した相談機関に相談することができる。 

２ 市が指定した相談機関は、差別等事案に関する相談を受けたときは、その内容につい

て速やかに市に報告するものとする。 

３ 市は、差別等事案の相談があったとき、又は前項の規定による報告を受けたときは、

必要に応じて次に掲げる事務を行うものとする。 

(1) 事実の確認及び把握 

(2) 必要な情報提供及び助言 

(3) 差別等事案の関係者間の調整 

(4) 関係行政機関への紹介及び連携 

（あっせんの申立て） 

第10条 障害者、その家族又は関係者は、市長に対し、市又は事業者を相手方として、差

別等事案を解決するために必要なあっせんの申立てをすることができる。ただし、障害

者本人の意に反するあっせんの申立ては、この限りでない。 

２ 前項のあっせんの申立ては、前条の規定に基づく相談及び助言等を経た後でなければ

することができない。ただし、あっせんの申立てをすることについて緊急の必要性があ

ると市長が認めるときは、この限りでない。 

３ あっせんの申立ては、その差別等事案が次の各号のいずれかに該当するときはするこ

とができない。 

(1) 行政庁の処分又は職員の職務の執行に関する場合であって、行政不服審査法（平

成26年法律第68号）その他の法令等により審査請求その他の不服申立て又は苦情申立

て等をすることができるとき。 
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(2) 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）に規定する障害者に

対する差別の禁止に該当するとき。 

(3) 当該差別等事案のあった日から３年を経過しているとき（その期間に申立てをす

ることができなかったことにつきやむを得ない理由があるときを除く。）、又は同一

の事案について過去に第１項の規定に基づくあっせんの申立てを行ったことがあると

き。 

(4) 現に犯罪の捜査の対象となっているとき。 

(5) 当該差別等事案について、東京都障害者への理解促進及び差別解消の推進に関す

る条例（平成30年東京都条例第86号）第９条の規定に基づく東京都知事に対するあっ

せんの求めがなされている場合等、第１項の規定に基づくあっせんの申立てを行うこ

とが適当でないと認めるとき。 

（あっせんの手順） 

第11条 市長は、前条第１項に規定するあっせんの申立てがあったときは、当該申立てに

係る事案について調査を行うことができる。この場合において、調査の対象となる者

は、正当な理由がある場合を除き、これに協力しなければならない。 

２ 市長は、前条第１項に規定するあっせんの申立てがあったときは、障害者差別解消支

援地域協議会に対し、前項の調査の結果を報告し、あっせんについて諮問するものとす

る。 

３ 障害者差別解消支援地域協議会は、前項の諮問に基づく審議に必要があると認めると

きは、当該差別等事案に係る障害者、市、事業者その他の関係者に対し、その出席を求

めて説明若しくは意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

４ 障害者差別解消支援地域協議会が市長に対し、あっせんについて答申したときは、市

長は、当該答申の内容に基づき、当該差別等事案に係る障害者、市、事業者その他の関

係者に対し、あっせんを行うものとする。 

（勧告） 

第12条 市長は、前条第４項の規定によりあっせんを行った場合において、当該あっせん

を受けた者が正当な理由なく当該あっせんに従わないときは、当該あっせんに従うよう

勧告することができる。 

（公表） 

第13条 市長は、前条の規定による勧告を受けた者が、正当な理由なく当該勧告に従わな
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いときは、その勧告の内容を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ当該勧告を受けた

者に対し、その旨を通知するとともに、意見を述べる機会を与えなければならない。 

第４章 障害者差別解消支援地域協議会 

（設置） 

第14条 障害を理由とする差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、障害

者差別解消法第17条第１項の規定に基づき、障害者差別解消支援地域協議会（以下「協

議会」という。）を、市長の附属機関として置く。 

２ 協議会は、次に掲げる事項を処理する。 

(1) 市長から諮問のあった差別等事案のあっせんに関すること。 

(2) 障害者差別解消法第18条に規定する協議会の事務等に関すること。 

３ 協議会は、委員20人以内をもって組織する。 

４ 委員は、障害者差別解消法第17条第１項に規定する関係機関、障害者差別解消法第17

条第２項各号に掲げる者及び障害者の権利擁護に関する優れた識見を有する者のうちか

ら市長が任命する。 

５ 委員の任期は、３年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

６ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とす

る。 

第５章 雑則 

（委任） 

第15条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（検討） 

２ この条例については、条例施行後３年を目途として、障害者差別解消法の改正状況、

この条例の規定の施行の状況、社会情勢の変化等を勘案し、協議会の意見を踏まえ必要

があると認めるときは、この条例の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要
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な措置を講ずるものとする。 

付 則（令和６年条例第37号） 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 


